予算要求資料
平成27年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：消防費　目：消防指導費　　　
	事業名　新消防団加入促進事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　危機管理部　消防課　消防係　電話番号：058-272-1111（内2471）

　　　　　　　E-mail：c11193@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　46,415千円（前年度予算額：  0千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	46,415
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	46,415

	決定額
	46,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	46,000


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・地域防災力の中心的な担い手である消防団員は、過疎化、少子高齢化、サラリーマン世帯の増加により減少の一途をたどっている。

・近年、各地で短期的、局地的集中豪雨が発生しており、地域防災力の強化は喫緊の課題である。

・平成25年12月13日には「消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律」が公布施行され、平成26年7月には消防審議会の中間答申により、消防団への加入促進について、早急に取り組むべきとされた。

　  ・平成26年4月現在の条例定数に占める消防団員の充足率は、92.6%と不足している。（全国平均92.9%）
（２）事業内容

　  ・各消防団が行う消防団員確保の活動の取組み状況や、充足率の低い消防団
に対して重点的に支援することで、消防団への加入を促進し、地域防災力

の向上を図る。
【制度概要】

名称：「消防団加入促進交付金（仮称）」

目標：各市町村毎に充足率95%以上
期間：平成27年度から3年間

交付：消防協会を通じて各消防団へ交付
　１．目標達成（団員純増数）に応じた奨励　

95%未満の消防団が対象
　    ２．新入団員への支度金等に係る支援

          全消防団が対象。充足率の低い消防団に重点的に支援。
（３）県負担の考え方

・市町村における消防団員確保のための支援策として実施。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	　46,415
	消防団への消防団加入促進交付金

	合計
	　46,415
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項

（３）事業主体及びその妥当性
・消防組織法では、「市町村消防の原則」の観点から、団員確保を含め、

消防団の管理運営は市町村の責務であるとされ、県は「市町村の消防が

十分に行われるよう」補完的に協力するとされている。また、地方自治法

においては、広域にわたるものを県が処理するとされている。
・昨年１２月、「消防団等充実強化法」が成立し、地方公共団体に対して消

防団への積極的な加入が促進されるよう必要な措置を講ずることとされ

た。
　　・また、今年の７月、第27次消防審議会の中間答申において、消防団等の
充実強化のために早急に取り組むべき事項として、地方公共団体は、消防

団への加入の促進等、総合的・計画的に取り組むべきとされている。
・このことからも、県・市町村が連携して、消防団への加入を促進していく

ことは、妥当と考える。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　減少傾向にある県内消防団員数を増加させることで、減災に最も必要な自助・共助の両側面を有する消防団の機能を充実強化し、地域防災力の維持・向上を図り、来たるべき南海トラフ巨大地震等大規模災害時における安全・安心な地域づくりを目指す。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	人口１０万人当たりの消防団員数
	1,517人
（S44）
	1,013人
（H24）
	1,017人
（H25）
	1,010人
（H26）
	1,030人
（H30）
	98.1％



（平成26年度の取組）

	


（平成26年度の成果）

	　



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	「消防団等充実強化法」により地方公共団体に対して財政上又は税制上の措置その他必要な措置を講ずる努力義務が課せられた。

また、第27次消防審議会の中間答申において、消防団等の充実強化のために早急に取り組むべき事項として、地方公共団体は、消防団への加入の促進等、総合的・計画的に取り組むべきとされている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
「消防団等充実強化法」により、消防団への積極的な加入が促進されるよう必要な措置を講ずることとされ、また、第27次消防審議会の中間答申において、消防団への加入の促進等、総合的・計画的に取り組むべきとされているため、県としては早急に取り組む必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか。
加入促進を加速させるため、消防団ごとに充足率95%を目標に重点的に消防団員確保対策を支援することで、消防団員の増加を図る。


